
独 立 役 員 の 指 定 に 関 す る 基 準 

（２０２０年４月１日改正） 

 

１．本基準は、当社が当社の社外取締役を国内各証券取引所の有価証券上場規程に規定する独立役員に

指定するにあたっての要件を定める。 

２．以下の各号のいずれにも該当しない場合、当社は、その者を独立役員に指定することができる。 

（１）当社および当社の子会社の業務執行取締役、執行役員および部長職相当の従業員（以下「業務執

行者」という。） 

（２）当社の親会社および兄弟会社（親会社の子会社）の業務執行者 

（３）次に掲げる当社の主要な取引先またはその業務執行者 

  ① 当社に製品もしくは役務を提供している取引先または当社が製品もしくは役務を提供してい

る取引先であって、独立役員に指定しようとする直近の事業年度において取引総額が当社単体売

上高の２％を超える者または当社への取引先連結売上高の２％を超える者 

  ② 当社が借入れを行っている金融機関であって、独立役員に指定しようとする直近の事業年度に

かかる当社事業報告において主要な借入先として氏名または名称が記載されている者 

（４）当社から役員報酬以外の報酬を得ている弁護士、公認会計士または税理士その他のコンサルタン

トであって、独立役員に指定しようとする直近の事業年度において当社から１，０００万円以上の

金銭その他の財産上の利益を得ている者 

（５）当社と取引のある法律事務所、監査法人、税理士法人またはコンサルティング・ファームその他

の専門的アドバイザリー・ファームであって、独立役員に指定しようとする直近の事業年度におい

て当社からその団体の連結売上高の２％以上の支払を当社から受けた団体に所属する者 

（６）当社の株主であって、独立役員に指定しようとする直近の事業年度末における議決権所有割合（直

接保有および間接保有の双方を含む。）が１０％以上である者またはその業務執行者 

（７）過去において上記（１）に該当していた者または過去１０年間において上記（２）から（６）に

該当していた者 

（８）上記（１）から（７）に掲げる者の配偶者または二親等以内の親族 

（９）前各号に定める要件のほか、当社の一般株主との間で恒常的に実質的な利益相反が生じるおそれ

のある者 

３．前項各号のいずれかに該当する場合であっても、指名委員会が総合的に判断し独立性を有する社外

取締役としてふさわしいものと認めた場合、当社は、その者を独立役員に指定することができる。こ

の場合、当社は、その者に独立性が認められると判断した理由について説明を行うものとする。 

４．独立役員の指定に際しては、指名委員会の諮問を経たうえで本人の書面による同意に基づき当社が

上場している証券取引所に届出を行う。 

以 上 


